
 

 

1. はじめにはじめにはじめにはじめに 
 従来からロボットの軽量化は，動作の高速化，消費

エネルギの軽減や安全性等の点から重要視されてきた．

しかしその一方で，軽量化によって機構の強度が低下

し，破損の可能性が高まるという問題が生じている．

近年，研究が盛んな生活支援ロボットや福祉関連ロボ

ットなどの人間と共存を目指すロボットは，人間に危

害を加えないように軽く，しかも様々な作業が行える

機構であることが望まれる．また，突然の外力等によ

って機構が破損しないような対策も求められる．この

ような様々な環境にさらされる可能性のあるロボット

には，適切な強度設計がなされた上で，その動作段階

で外力に対して安全な姿勢をとらせることが，機構の

破損を回避する有効な手段の一つであると考えられる．

これは普段，人間が作業の負担を軽減するために様々

な姿勢をとることからも想像できる． 
 他方，ロボットの姿勢決定や動作計画については，

従来から様々な議論がなされており，人間の動作を模

擬した動作計画に関する研究[1][2]なども行われてい

る．これらの研究では一般的にロボットの構成部材を

剛体として扱うことが多く，また柔軟構造を取り入れ

たロボットの研究[3]などにおいても，機構の強度的危

険性を考慮した姿勢決定や動作計画はほとんど実施さ

れていない． 
 以上のような観点から，ロボット機構を構造工学的

に捉え，機構の部材強度を考慮した姿勢決定･動作計画

法が考案された[4]．本手法は，有限要素法を用いた実

時間内力分布解析により，断面力レベルでの部材降伏

危険性と機構内に蓄積される全ひずみエネルギという，

2 種類の構造力学的パラメータを監視することで，機構

にとって危険な姿勢を回避しようというものである．

本報告では，以下のような組み合わせで動作計画を実

施し，これらの 2 つの構造力学的パラメータが本動作

計画法において果たす役割について考察する． 
・ 断面力レベルで部材の降伏危険性を判定後，全

ひずみエネルギを抑制する手法 (Scheme A) 
・ 全ひずみエネルギのみを用い，その最小化を行

う手法 (Scheme B) 
・ 断面力レベルで部材の降伏危険性を判定後，そ

の抑制を行う手法 (Scheme C) 
さらに，本アルゴリズムを導入したインターフェース

を作成し，実機による模擬実験を行い，その有効性･実

用性について検証した． 
 
2. 動作計画アルゴリズムの検討動作計画アルゴリズムの検討動作計画アルゴリズムの検討動作計画アルゴリズムの検討 
 本章では，まず Scheme A の動作計画アルゴリズム

[4]について説明し，簡単なタスクに対する動作計画結

果を示す．その後，全ひずみエネルギと断面力を個別

に用いた手法(Scheme B，Scheme C)による動作計画を

行い，Scheme A との比較・検討を行う． 
 

2.12.12.12.1    断面力と全ひずみエネルギを用いた動作計画断面力と全ひずみエネルギを用いた動作計画断面力と全ひずみエネルギを用いた動作計画断面力と全ひずみエネルギを用いた動作計画    

2.1.1 2.1.1 2.1.1 2.1.1 直接探索法による全ひずみエネルギの抑制直接探索法による全ひずみエネルギの抑制直接探索法による全ひずみエネルギの抑制直接探索法による全ひずみエネルギの抑制    

 機構内に蓄積される全ひずみエネルギ Uは，姿勢す

なわち関節角に依存する多変数関数で表される．本研

究では，次式に基づき有限要素法によって数値的に求

める． 

{ } { } { } { } i

n

i
i

T
iV

T ldVU ∑∫ == σεσε     (1) 

ここで，iは要素番号，nは総要素数，{ε}i , {σ}iはそ

れぞれ要素 i のひずみベクトルおよび断面力ベクトル

であり，liは要素長である．このような多変数関数に対

して直接探索法を適用し，その極小値を探索する． 

 直接探索法は，1 変数の極値を探索するための計算手

法であり，変数の初期値と増分値を適当に与え，前後

のステップにおける関数の大小の比較を反復的に行う．

例えば，関数 f(x)の極値を探索する場合には，前ステッ

プs-1と現ステップsにおける関数の関係がf(xs-1) > f(xs)
であれば，変数の増分値を変化させずそのまま次ステ

ップに移行する．一方で，f(xs-1) < f(xs)となる場合には，
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変数増分値を-1/2倍に置き換えて次ステップへ移行し，

収束が判定されるまで反復計算を行う．なお，本アル

ゴリズムの収束判定には次式の無次元化された条件式

を用いた． 
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ここで，αは収束判定ノルムであり，この値が小さい 
ほど得られる解の精度は向上するが，その分計算時間 

を多く要することとなる．機構を構成する複数の駆動

部に対して直接探索法を順に適用し，全ひずみエネル

ギの抑制を図る． 
 
2.1.2 2.1.2 2.1.2 2.1.2 姿勢決定アルゴリズム姿勢決定アルゴリズム姿勢決定アルゴリズム姿勢決定アルゴリズム    

 全ひずみエネルギを抑制した姿勢を決定する場合，

実用上必ずしもその値を最小化する必要はなく，部材

降伏が回避されるのみで十分と考えられる．そこで，

機構が断面力レベルで部材降伏する際の全ひずみエネ

ルギを臨界ひずみエネルギ Ucと定義し，これと抑制目

標レベルkUとの積を全ひずみエネルギの抑制目標値と

した．臨界ひずみエネルギ Ucは姿勢や外力の作用方向

などによって変化するため，姿勢が修正されるたびに

計算する必要がある． 
 
2.1.3 2.1.3 2.1.3 2.1.3 動作計画アルゴリズム動作計画アルゴリズム動作計画アルゴリズム動作計画アルゴリズム    

 本動作計画アルゴリズムは，ロボットの動作軌道上

で，部材の断面力レベルでの降伏危険性が判定される

と，前述した姿勢決定アルゴリズムにより安全な姿勢

が探索され，得られた姿勢を経由して最終的な目標姿

勢へ向かう軌道が再作成される．すなわち，機構が強

度的に危険な姿勢になる度，安全な軌道を模索して軌

道修正が行われるのである． 
 各要素の降伏危険性の判定には，次式に示す降伏関

数 fy を用い，この式の左辺が指定した降伏危険性判定

レベル ky (0<ky<1)を超えるか否かで判定される． 
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ここで，Mx，Myおよび N はそれぞれ，x，y 軸回りの

曲げモーメントおよび軸力であり，添え字‘0’は全断

面塑性値を意味する．なお，Mx，Myについては，はり

理論にしたがって，最大値をとる位置である要素端で

の断面力を用いる．ky を大きく設定するほど部材の強

度を活用することになり，危険な姿勢になって初めて

軌道修正が行われるようになる．逆に、ky を低く設定

すると，それほど危険でなくても早めに軌道修正が行

われるようになる． 
 
2.1.42.1.42.1.42.1.4    ３３３３リンクマニピュレータの動作計画リンクマニピュレータの動作計画リンクマニピュレータの動作計画リンクマニピュレータの動作計画    

 上述した動作計画アルゴリズムを，Fig.1 に示すよう

な 3 リンクマニピュレータに適用し動作計画を実施し

た．マニピュレータのモデル化においては，1 リンク部

材を 1 つの 3 次はり要素で表現し，解析は鉛直面内で

行った．また，モータには十分なトルクが発生してい

ることを想定し関節部分は剛節とみなした．外力付加

条件として FZ=-100[N]を与え，Fig.2 のような目標軌道

を与えた場合に得られた動作計画を Fig.3 に示す．ただ

し，直接探索法は先端関節から順に(Joint 3 →Joint 2→
Joint 1)適用し,(ky, kU)=(0.8,0.3)と設定し，α=0.01 とした． 
 Fig.3 のように，目標軌道への正確な追従は達成でき

なかったが，先端リンクを根元方向へ引き寄せて曲げ

モーメントの増大を防ぎ，機構の負担を軽減するよう

な軌道が得られた． 
 
2.2 全ひずみエネルギのみを用いた動作計画全ひずみエネルギのみを用いた動作計画全ひずみエネルギのみを用いた動作計画全ひずみエネルギのみを用いた動作計画 
 本節では，Scheme A に対し，断面力による部材の降

伏危険性判定や臨界ひずみエネルギの算出を行わずに，

全ひずみエネルギのみを用いた動作計画(Scheme B)を
実施する．全ひずみエネルギは，機構形態，姿勢，外

力の付加条件等によって変化するため，その目標値を

設定することができない．したがって姿勢探索時には，

機構の全ての関節に対して直接探索法を適用し，個々

の関節において(2)式が判定されるまで収束計算を行う

ことで，全ひずみエネルギの最小化を行う． 
 与えるタスク，モデル化においては 2.1 節と同様とし，

α=0.01 とした．得られた動作計画を Fig.4 に示す．図

のように，マニピュレータはタスクを遂行することが

できず，初期姿勢からほとんど移動することなく姿勢

が収束している．今回のタスクにおいては，この姿勢

が最も全ひずみエネルギが小さい姿勢であると考えら

れる．これは，Fig.5 のように，初期姿勢を 45 度傾け
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Link material: Aluminum 
Link Length: 20 [cm] 
Link section: 1[cm]×1[cm] 
Motor mass: 1.0 [kg]
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た状態からタスクを開始した場合にも，同様な姿勢へ

と収束していくことからも確認できる．このように，

全ひずみエネルギを最小化すると姿勢が 1 つに収束し

てしまい，ロボットなどのように移動や姿勢を変える

ことによって作業を行う機構に適用する場合には，本

アルゴリズムは不適切であると言える． 
 
2.3 断面力のみを用いた動作計画断面力のみを用いた動作計画断面力のみを用いた動作計画断面力のみを用いた動作計画 
 本節では，(3)式の部材の断面力レベルでの降伏危険

性の判定後の安全な姿勢探索において，全ひずみエネ

ルギというパラメータは用いずに，断面力のみの抑制

によって姿勢決定を行う動作計画(Scheme C)を実施す

る．具体的には，(3)式の fyの値を，新たに設定した指

定目標値 tky (0 < tky ≦ ky) 以下に抑制するような姿勢

探索を行う．断面力から求まる fy は要素ごとに算出さ

れるため，それらの fy のうち最大となるものをその都

度採用し，次式に示すように最大値が tkyより小さくな

った時点で姿勢を決定する． 

 yy tkf <           (4) 

また，姿勢探索時の収束計算における収束判定条件に

も fyの値を使用し，次式のように設定した． 

α<− −1ysys ff         (5) 

 2.1 節と同様な条件で解析を実施し，得られた動作計

画を Fig.6 に示す．ただし，(ky, tky)=(0.8,0.3) と設定し，

α=0.01 とした．図から分かるように，従来の方法で得

られた動作計画 (Fig.3 参照) とよく似た結果となった．

これは，今回のタスクが比較的単純で，常にマニピュ

レータの根元リンクに最も大きな負担がかかるため，

全ひずみエネルギおよび断面力の抑制のどちらを目標

にしても，根元部分の負担を軽減する方向に姿勢を変

化させるという点で同じだからであると考えられる．

一方で，荷重条件または機構形態がそれほど単純では

ない例として，Fig.7 に示すようなリンク系で 2 つのマ

ニピュレータが協調して作業を行う場合を考える．こ

の場合には，先の例のように常にある部分だけに局所

的に負担がかかるという状態は稀で，複数箇所が交互

にまたは同時に強度的に危険な状態になる場合が予想

される．そのため，断面力のような局所的な情報を用

いた方法では，特定の部材についてのみ断面力を抑制

し，それによって他の部材の強度的危険性が増大して

しまう可能性が生じる．したがってこのような場合に

は，系全体としての負担を軽減するような姿勢変更が

必要であり，これには機構全体に蓄積される全ひずみ

エネルギの抑制が効果的であると考える． 
 以上のように，断面力と全ひずみエネルギの 2 つの

構造力学的パラメータをそれぞれ個別に用いて動作計

画を行い，その特徴について考察した．その結果，局

所的な情報と全体的な情報はその用途によって使い分

けるべきであり，例えば，機構の強度的危険性は局所

的な情報である断面力により監視し，危険性が判定さ

れた場合には，全体的な情報である全ひずみエネルギ

を抑制するべきであることが確認された． 
 

3. 直立状態維持を目標とした動作計画直立状態維持を目標とした動作計画直立状態維持を目標とした動作計画直立状態維持を目標とした動作計画 
 本章では，直立状態維持を目標とした 3 リンクマニ

ピュレータに対し，その先端に荷重を加えた場合の動

作計画を実施した．モデル化は 2.1 節と同様とする．外

力の付加条件は水平方向のみに 100 [N] を与えた場合

(case 1), 水平方向 100 [N] と同時に垂直方向にも 80 
[N]を与えた場合(case 2)とした． 

(ky, kU)=(0.7,0.64)と設定した場合に得られた動作計

画を Fig.8 に示す．水平方向のみに荷重を与えた場合

(case 1)では，初めに，大きく外力方向に沿って姿勢を

変更して全ひずみエネルギの抑制を図っている．一方，

水平方向と垂直方向に同時に荷重を与えた場合(case 2)
には，マニピュレータの先端リンクを荷重の方向に向

かって傾けるように姿勢変更が行われた．これは，荷

重方向に対して有効な軸剛性を利用し，ひずみエネル

ギを抑制しているものと考えられる．このように，初

めに荷重の大きさと方向に応じた姿勢変更を行い，そ
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Fig.4 Obtained motion plan by 
Scheme B, initial attitude 0°°°° 

Fig.5 Obtained motion plan by 
Scheme B, initial attitude 45°°°° 
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Fig.6 Obtained motion plan by Scheme C  

Fig.7 An example of complicated mechanism 



 

 

の後，軌道修正を繰り返しながら徐々に目標姿勢へ近

づけていく動作軌道が得られた． 
 
4. 実験実験実験実験 
 本研究では，マニピュレータに加わる外力を検出す

るための 3 軸力覚センサを実機に搭載し，本動作計画

アルゴリズムとの間のインターフェースを作成した．

力覚センサには BL AUTOTEC 社製ビーエル・NANO
センサ(2.5/2)を使用し，Fig.9 に示すように，マニピュ

レータ先端にマスコンテナと共に取り付けた．そして，

時々刻々と変化する外力に対して実時間で動作計画を

実施し，その動作過程を確認した．マニピュレータの

モデル化は前章と同様とした． 
 本実験では，(ky, kU)=(0.7,0.64)と設定し，直立状態維

持を目標とするマニピュレータに対し，その先端に斜

め下方向へ荷重を加えた(前章 case 2 と同様)．なお，本

実験ではその動作過程の確認を目的とするため，実際

には大きな荷重を加えずに，力覚センサから得られた

値を 100 倍して外力値とした．実験において，力覚セ

ンサで検出された外力値を Fig.10 に示す．また，Fig.11
には，(a)，(b)，(c)，(d)の順に，マニピュレータが姿勢

を変更していく様子を示す． 
 荷重を加えると，Fig.11(b)のように先端リンクを荷重

方向に向かって傾け，軸剛性を利用して機構の負担を

軽減する姿勢をとった．そして，ひずみエネルギを抑

制した安全な姿勢が得られると，腕を引くようにして

マニピュレータの先端を目標位置へと近づけた

(Fig.11(ｃ))．その後も荷重を加え続けたが大きな姿勢

変更は行われず，Fig.11(d)のように荷重に応じて微妙に

先端リンクの傾きを調節し，柔軟に姿勢を変化させる

様子が観察された． 
 
5. まとめまとめまとめまとめ 
 本研究では，機構の強度的危険性を考慮した動作計

画において用いられる 2 つの構造力学的パラメータ，

断面力と全ひずみエネルギの果たす役割について考察

するため，個別のアルゴリズムについて検証した．ま

た，2 つの構造力学的パラメータを導入したアルゴリズ

ムを実機に適用し，力覚センサからの入力に対する動

作実験を行った結果，解析と同様な動作過程が観察さ

れた．実時間で変動する外力に応じた動作が得られた

ことから，本動作計画法とインターフェースの信頼性

が確認されたものと思われる． 
 今後は，より効率的な収束計算法の導入による短時

間処理可能なアルゴリズムの開発，および動的効果の

考慮などを行っていく予定である． 
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